BIS論壇　No.151　「21世紀アフリカの未来」2015年5月17日　中川十郎
　5月14日、国際連合工業開発機関（UNIDO）主催で渋谷の国際連合大学・ウタント国際会議場で「持続可能な産業開発と繁栄の共有」～ポスト2015年開発アジェンダ時代の官民連携～というセミナーが開催され、参加した。UNIDOとはかって商社時代、60年代に国連FAOアフリカ向けのトヨタのジープやヤンマーのエンジンなどの商談に担当者として参加。FAOは当時、東京に事務所がなかったため、大手町のUNIDO 東京事務所で商談をしていたこともあり、UNIDOとは当時からご縁がある。北朝鮮の羅津・先峰地区を自由貿易地帯として開発するプロジェクトで日本貿易学会有志4人と1996年9月訪朝したが、そのときの協力者もUNIDO であった。
　アフリカとは私が商社勤務時、1960年代初め、ガーナのエンクルマ大統領時代に日本工営や日本運輸通信会社などと組み、アフリカ向け初の鉄道電化工事、通信施設、コメの栽培などの大型プロジェクト開拓に成功。中央アフリカのモーリタニアのミフェルマ鉄鉱山から日本向け初の鉄鉱石輸出、トーゴー向け日産車の初輸出。さらにコンゴ向け積水ハウスの輸出開拓など関係が深い。
　私はコロンビア大学留学時代にアフリカ専門家として令名高かったジェフリー・サックス教授のアフリカ開発の講義にも参加。2008年の横浜でのTICAD(アフリカ開発東京国際会議)、2013年の同会議にも参加。ハーバード大学のJuma教授、コロンビアのサックス教授とも人脈が出来た。サックス教授によるとアフリカは年間5~6%の成長を持続し、人口も現在の10億人が2100年初頭には20億人に増加。発展が期待されるとの見方である。
　今回のセミナーは中国出身のリー・ヨンUNIDO事務局長の訪日に際し開催されたものである。UNIDOが新たな使命であるInclusive and Sustainable Industrial Development(ISID：包括的かつ持続可能な産業開発)をどのように実践しているかについて、リー事務局長が講演を行った。その上でエチオピア、セネガル両国を対象とした具体的な産業開発プログラムを取り上げ、民間企業や関係機関がどのように産業開発に関われるのか紹介があった。
　あわせて東アフリカ共同体（EAC）での事業機会、アフリカ地域経済共同体（RECｓ）の中でEACは域内関税の撤廃。域外共通関税の導入などアフリカ共通市場化が進み、域内統合が確実に進展していることが説明された。
　鉱物資源やエネルギ‐資源も豊富なアフリカは21世紀の新興地域として今後は発展が予想されている。しかしエボラ熱病など伝染病問題もあり、慎重に対処することが必要である。未来の発展地域として中国、韓国も力を入れており、日本としても慎重に市場調査をしながら、関係強化に尽力すべきだと感じた。今回の会議に参加してアフリカ諸国は経済発展に自信を持ちつつある。中国は「一帯一路」の陸と海のシルクロード戦略でアフリカにも焦点を当てている。一方、歴史的に関係のあるインドもアフリカに散在する印僑とも関連し、アフリカ参入を強め、さらに旧宗主国のヨーロッパ各国も動き出しており、日本としても全方位外交でアフリカとの関係強化に尽力すべきと感じた。　　　以上
